
犯罪被害給付制度の沿革

年 月 日 犯給法の改正等 社会的動向

Ｓ４９．８．３０ ●三菱重工ビル爆破事件三菱重工ビル爆破事件

公的な犯罪被害者補償制度の必要性

Ｓ５５．５．１ 「犯罪被害者等給付金支給法」成立

●地下鉄サリン事件地下鉄サリン事件

Ｓ５６．１．１ 「犯罪被害者等給付金支給法」施行

Ｈ７．３．２０

犯罪被害給付制度の拡充等の要望

Ｈ９．４．１ 「犯罪被害者等給付金支給法施行令」改正

・障害給付金の障害等級拡大
（１級～３級→１級～４級）

Ｈ１３．７．１ 「犯罪被害者等給付金支給法」改正

(法律名「犯罪被害者等給付金の支給等
に関する法律」と改名)
・障害給付金の障害等級拡大
（１級～４級→１級～１４級）
・重傷病給付金の新設

Ｈ１７．４．１
○「犯罪被害者等基本法」施行

附帯決議

・親族間の犯罪に係る支給制限に

ついては、深刻化するＤＶ等の現

状及び世論の動向を踏まえ、検討

を行うこと。

Ｈ１７．１２．２７
○「犯罪被害者等基本計画」閣議決定

Ｈ１８．４．１ 「犯罪被害者等給付金の支給等に関する
法律施行令及び同施行規則」改正

政令～重傷病給付金の支給要件政令～重傷病給付金の支給要件
緩和、支給対象期間の拡大緩和、支給対象期間の拡大

規則～親族間犯罪における支給規則～親族間犯罪における支給
制限の緩和制限の緩和



犯罪被害給付制度の理念

・不法行為制度の補完不法行為制度の補完
（加害者側に資力がない等､事実上損害賠償制度で救済されないことが多いという実情）

・補償制度間における救済上の不均衡の是正補償制度間における救済上の不均衡の是正
（様々な補償制度が法制化された一方で、犯罪被害者を救済する制度の不存在）

・刑事政策上の不均衡の是正刑事政策上の不均衡の是正
（加害者の処遇が図られている反面、被害者に対する救済の不存在）

社会連帯共助の精神に基づく被害者の精神的・経済的被害からの回復への支援

不 均 衡 感
法秩序への不信感

経 済 的 困 窮
精 神 的 不 安

国が一般財源（税金）により一定金額を支給
＝社会全体により犯罪発生のリスクを分散して負担



※ 被害者が死亡前に療養

を要した場合、療養について
の被害者負担額も支給

遺族給付金

障害給付金

給付金の種類と額

支給額（最高額～最低額）
１，５７３万円～３２０万円

１級～１４級に支給

被害者本人 被害者本人 遺 族

被害者が重傷病になった場合

重傷病（加療１か月以上、かつ、３日以
上の入院（精神疾患については、３日以
上労務に服することができない程度の症
状））になった場合、医療費の自己負担
相当額を１年を限度として支給

重傷病給付金

支給額（最高額～最低額）

１，８４９．２万円～１８万円

被害者に障害が残った場合 被害者が死亡した場合

※犯罪被害によって生じた様々な損失による経済的負担の軽減を図るため、使途を問わ
ず支給される。

（いずれも一時金）



対象となる犯罪被害

日本国内又は国外に
ある日本船舶若しくは
日本航空機内におい
て行われた人の生命
又は身体を害する罪
に当たる行為（過失犯
を除く。）による死亡、
重傷病又は障害をい
う。

支給が受けられる
被害者又は遺族の
資格

日本国籍を有する又は
日本国内に住所を有す
る人。
当該被害の原因とな
った犯罪行為が行われ
た当時、日本国内に住
所を有していた外国人
も対象となる。

支給を受けられる人支給を受けられる人

遺族給付金

重傷病給付金

障害給付金

支 給 対 象 者 等

○亡くなられた被害者の第一順位遺族

○遺族の範囲と順位
１ ①配偶者（事実上婚姻関係と同様の
事情にあった人を含む。）
２ 被害者の収入によって生計を維持し
てしていた被害者の
②子 ③父母 ④孫 ⑤祖父母
⑥兄弟姉妹

３ ２に該当しない被害者の
⑦子 ⑧父母 ⑨孫 ⑩祖父母
⑪兄弟姉妹

○犯罪行為によって、重傷病を負った
被害者本人

○障害が残った被害者本人住所地を管轄する都道府県公安委員会に申請
ただし、犯罪行為の発生を知った日から２年、また、

発生した日から７年を経過したときは、することができない。

公安委員会の裁定

支給裁定 不支給裁定



他法令による給付等との調整

遺族給付金及び障害給付金は、それ
ぞれ死亡及び障害を原因として、被害
者又は遺族に対し、労災保険法その他
の法令による給付等で政令で定めるも
のが行われるべき場合には、その給付
の限度において支給しない。

調整対象となる災害
給付の種類
・労働災害補償保険法
・国家公務員災害補償法
・地方公務員災害補償法
・警察官の職務に協力援
助した者の災害給付に
関する法律
・自動車損害賠償保障法

など２７の法律

・国民年金保険法
・厚生年金保険法
・国家公務員共済
組合法
・地方公務員等共
済組合法
による年金等に
ついては、調整
対象外

重傷病給付金は、犯罪行為により生
じた負傷又は疾病について、被害者に
対し法令の規定により療養に関する給
付が行われるべき場合には、その給付
の限度において、支給しない。

調整対象となる療養
給付の種類

健康保険法等以外の法令（条例を含む。）の
規定により行われるべき療養に関する給付。

例：労働災害補償保険法に係る療養に関する
給付
自動車損害賠償保障法に基づく傷害による
損害についての給付

など

※犯罪被害を原因として被害者又は遺族が損害賠償を受けたときは、その
価額の限度において、給付金を支給しない。



これまでの運用実績（平成１８年３月末現在）

☆被害者数 ５，５６８人

（申請者数 ８，３４６人）

☆支給被害者数 ４，９８０人

（裁定・決定者数 ７，６５７人）

☆支給裁・決定額 約１６９億７，１００万円

☆平成１３年犯給法改正以来の一被害者当たり

の平均支給額
○遺族給付金○遺族給付金 約４７５万円約４７５万円 ○重傷病給付金○重傷病給付金 約１５万円約１５万円

○障害給付金○障害給付金 約２４０万円約２４０万円



犯罪被害者等給付金の支給申請及び裁定の推移犯罪被害者等給付金の支給申請及び裁定の推移
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申　　請

裁　　定

Ｓ56
以 前

57 5 8 5 9 6 0 6 1 6 2 6 3 H元 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 累 計

遺 族 14 5 2 0 8 2 0 6 1 6 7 1 9 1 1 7 8 1 5 3 1 3 1 1 3 7 1 3 9 1 2 7 1 3 8 1 2 9 1 2 0 1 4 8 1 4 4 1 4 8 1 7 7 2 0 3 3 0 9 2 3 1 2 6 2 2 4 7 2 3 5 2 5 8 4 ,5 5 4

重 傷
病

－ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 19 1 0 7 1 6 3 1 3 5 1 2 6 5 5 0

障 害 1 3 5 4 2 1 3 4 3 4 4 7 4 5 1 2 7 1 2 1 0 1 4 2 4 2 6 5 6 9 5 8 8 8 1 4 6 4

計 1 4 6 2 1 1 2 1 1 1 7 1 1 9 3 1 7 9 1 5 6 1 3 5 1 4 0 1 4 3 1 3 1 1 4 5 1 3 3 1 2 5 1 6 0 1 5 1 1 7 2 1 8 7 2 1 7 3 3 3 2 7 6 4 2 5 5 0 5 4 5 8 4 6 5 5 ,5 6 8

遺 族 95 1 6 3 1 7 6 1 6 6 1 7 5 1 6 2 1 5 7 1 5 5 1 7 7 1 4 2 1 3 7 1 3 6 1 3 0 1 2 4 1 1 5 1 3 1 1 5 5 1 7 4 1 3 8 1 6 8 4 1 2 2 8 4 2 5 1 2 3 3 2 2 0 4 ,3 6 3

重 傷
病

－ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 5 8 0 1 2 7 1 4 7 1 1 7 4 7 6

障 害 0 4 3 3 3 2 3 2 4 1 7 4 7 4 6 5 9 4 1 3 1 1 2 1 4 7 7 8 8 5 7 5 4 0 1

計 9 5 1 6 7 1 7 9 1 6 9 1 7 8 1 6 4 1 6 0 1 5 7 1 8 1 1 3 0 1 4 4 1 4 0 1 3 7 1 2 8 1 2 1 1 3 6 1 6 4 1 7 8 1 5 1 1 7 9 4 3 8 4 1 1 4 5 6 4 6 5 4 1 2 5 ,2 4 0

遺 族 3 0 8 4 7 1 5 5 8 5 4 3 5 0 5 5 0 6 5 3 9 5 4 0 5 2 6 4 0 8 5 0 4 5 1 4 5 1 3 4 9 4 4 8 6 4 9 8 5 4 2 6 1 8 5 2 7 6 1 5 1 ,3 7 9 9 4 1 1 ,0 2 0 1 ,0 4 4 9 4 9 1 5 ,5 5 1

重 傷
病

－ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 0 1 1 1 8 2 3 1 7 6 9

障 害 0 2 1 1 1 1 1 1 4 1 5 1 1 1 6 2 3 8 2 5 3 0 3 2 1 0 3 7 2 4 5 5 1 1 6 0 4 0 1 1 7 1 7 4 2 2 0 1 8 0 1 6 7 1 ,3 1 3

計 3 0 8 4 9 3 5 6 9 5 5 5 5 1 9 5 2 1 5 5 1 5 5 6 5 4 9 4 1 6 5 2 9 5 4 5 5 4 5 5 0 3 5 2 3 5 2 2 5 9 7 6 2 9 5 8 7 6 5 5 1 ,4 7 9 1 ,1 2 7 1 ,2 5 8 1 ,2 4 7 1 ,1 3 3 1 6 ,9 3 4
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注 裁定額の単位は百万円。なお、百万円単位で四捨五入しているため、給付別の額の合算と合計欄の額が一致しないことがある。

注 この表は、上記一覧表の各年度の申請件数及び裁定件数の合計欄の数を示す。



犯給制度の変遷（拡大、拡充の経緯） 給与厚生課犯罪被害者対策室
施行月日 改 正 内 容 遺族給付金 障害給付金 重傷病給付金 改正の趣旨、経緯

最高額 最低額 最高額 最低額
【骨子】 【給付額の考え方】
○ 給付金支給範囲：死亡と重障害 806 220 951 262 犯給制度は、加害者がてん補すべき損害に対して全額公費で支給する性格。したがっ

（障害等級：１～３級） て、損害賠償責任を根底に置いた原因者負担である他の公的給付制度を上回ること、ま
○ 種類：「遺族給付金」と「重障害給付金」 た積極的社会公共のために尽力した結果被害を受けた場合の「警察官の職務に協力援助

昭和5 6年 1月 1日 ○ 支給制限：親族間犯罪、帰責性の規定 した者の災害給付」を上回ることは、均衡上適当でない、また、損害賠償そのものであ
○ 裁定：都道府県公安委員会 る自動車損害賠償責任保険とは比較することはできないとの考え方に基づき給付水準を

決定したもの。

【骨子】 （最高額）国会の附帯決議を踏まえ、他の諸制度との均衡等を参酌して、物価水準の上
昭和5 7年 4月 1日 ○ 給付基礎額の増額 （政令の改正） 845 同上 1,005 同上 昇に伴う給付価値の減少を是正するため、改正が行われたもの。
昭和6 2年 4月 1日 936 同上 1,112 同上 ※ ３回の改正理由はほぼ同様。
平成 6年 4月 1日 1,079 同上 1,273 同上 ※ 引上げ率～昭和57年：5％、昭和62年：10％、平成6年：15％

（最低額）他の給付制度と比較し、概ね妥当なものとなっているので引き上げ措置を講
じないとしたもの。

【骨子】 【改正の趣旨】
○ 障害等級の拡大 ○ 身体を害する犯罪の被害を受けた者の現状にかんがみ、これらの者に対して障害給
・ １級から３級を →１級から４級へ拡大 同上 同上 同上 230 付金を給付すべき事由となる重障害の範囲を拡大したもの。

平成 9年 4月 1日 (新４) ○ 新第４級の倍数を規定するにあたっては、現行の障害給付金の倍数が労働基準法に
定める障害補償の倍数にならっていることから、第１級から第３級の倍数とのバラン
スをとるため、新第４級の倍数についても労働基準法に定める障害補償の倍数になら
い９２０倍とした。
（給付基礎額の最低額を乗じて得られた２３０万円が障害給付の最低額となる。）

【骨子】 【重傷病の要件】 【改正の趣旨】
① 法律名の改正 以下の要件具備 犯給法施行後２０年が経過し、他の公的給付の水準と比較して大きな隔たりが生じて

①療養期間は、 いる現状にかんがみ、これまでの改正の経緯を踏まえた上で抜本的な見直し行うことと
② 犯罪被害給付金に関する規定の整備 ・加療１月以上の負 なったもの。
○ 重傷病給付金の創設 傷又は疾病

詳細：右表のとおり （最高額）平成１１年の賃金センサスを基準として給付基礎額の見直しを行ったもの。
○ 障害給付金の障害等級の拡大 ②入院期間は、

平成1 3年 7月 1日 ・ 重障害を「障害」に改正 1,573 320 1,849 18 ・１４日以上の入院 （最低額）制定時以来据え置かれていたことから引き上げたもの。
・ 障害等級を１４級にまで拡大 (新14) 給付額の減少を是正するため、制定時以来の物価上昇率（４４％）分の引き

○ 遺族給付金の被害者負担額の付加 ③支給対象期間は 上げを図ったもの。
・ 死亡前の療養につき、３月以内の被 ・負傷又は疾病にか
害者負担額をあわせて支給 かった日から３月

の間の自己負担相
③ 給付基礎額額の引上げ 当額（保険診療分

に限る）

【改正の骨子（政令改正分）】 【重傷病の改正要点】 【改正の趣旨】
※ 重傷病給付金の支給範囲の緩和 基本計画において警察庁に求められている「犯罪被害給付制度における重傷病給付金

詳細：右表のとおり ①入院要件の緩和 の支給範囲等の拡大」を実現するため、重傷病給付金の要件、支給期間の緩和、拡充を
・14日→３日へ 図るとともに、親族間の犯罪にかかる支給制限の緩和を図ったもの。

【改正の骨子（規則改正分）】 ・精神疾患に係る入
※ 親族間犯罪の支給制限の緩和 同上 同上 同上 同上 院要件の廃止

平成1 8年 4月 1日 ※ただし３日以上
○ 不支給事由の変更（親族範囲の見直し） 労務に服せない程
・ 原則不支給の親族範囲を夫婦、直系 度の症状を要す
血族、兄弟姉妹に限ることとした

・ これら以外の３親等内の親族 ②支給期間の延長
不支給 → ２／３減額支給 ：3月→１年へ

○ 特例の改正
・ ＤＶ等の夫婦間犯罪の特例

不支給 → ２／３支給





平成１８年度予算（警察庁－犯罪被害者対策関連）

① 経済的支援に関する検討会関連
ア 犯罪被害者等給付金（国費）

平成１８年度予算額 １，４７３，２１０千円 （内訳 現行制度分 １，３０２，７１３千円 制度改正分 １７０，４９７千円）
今回の改正内容等

(ｱ) 重傷病給付金の支給範囲等の拡大等
入院要件 現行 １４日以上 → 改正後 ３日以上（精神疾患の場合には３日以上労務に服することができない場合）
支給対象期間 現行 ３ヶ月を限度 → 改正後 １年を限度

(ｲ) 親族間犯罪の支給制限緩和
ＤＶ法に基づく保護命令が発出されているなど、犯罪に係る事情を勘案して特に必要と認める場合など

イ 性犯罪被害者に対する緊急避妊等に要する経費（補助金）（平成１８年度・新規）平成１８年度予算額 １１２，２４８千円
性犯罪被害者の緊急避妊等に要する経費（初診料、診断書料、検査費用、中絶費用等を含む。）について、その精神的、経済的負担を軽減するために経費

ウ 身体犯被害者の刑事手続における負担の軽減に要する経費（補助金）（平成１８年度・新規）平成１８年度予算額 ４３，００１千円
被害に係る初診料、診断書料や死体検案書料に係る費用を被害者の精神的、経済的負担の軽減を図るための経費

エ 司法解剖後の遺体修復費（補助金）（平成１５年度～）平成１８年度予算額 ５４，４５５千円
遺族の精神的打撃に加え、司法解剖による遺体の損傷等による精神的被害を防止するため、解剖等による切開痕等を目立たせないようにする最低限の措置に

要する経費
オ 司法解剖後の遺体搬送費（補助金）（平成１６年度～）平成１８年度予算額 ５５，４７７千円

遺族の経済的、精神的負担の軽減を図るため、司法解剖後の遺体を遺族宅まで搬送する経費

② 支援のための連携に関する検討会関連
○ 民間に被害者支援団体等に対する活動支援経費（国費）（平成１８年度・新規） 平成１８年度予算額 ８，４８３千円

被害者支援活動に必要不可欠な存在となっている民間被害者支援団体に対する活動を支援し、関係省庁、地方公共団体等関係機関が意見交換や情報の共有化
を図るための「全国被害者支援協議会」、「全国民官被害者相談員研修会」開催に必要な経費

③ 民間団体への援助に関する検討会関連
ア 民間の犯罪被害者相談員の委嘱（補助金）（平成１２年度～）平成１８年度予算額 ９３，４５８千円

民間被害者支援団体のボランティア相談員を「民間の犯罪被害者相談員」として指定し、被害者等からの電話・面接相談業務を委嘱する経費
（平成１８年度の増額理由）
対象団体（３７→４２）の増加及び相談員に対する部外講師による研修体制の強化（年２回→年１２回）に伴う増額

イ 犯罪被害者等早期援助団体の直接支援員に対する直接支援業務の委嘱（補助金）（平成１７年度～）平成１８年度予算額 ２０，１４４千円
被害者等に対する公判出廷の付添い、病院の手配等の直接支援活動について、早期援助団体の直接支援員に委嘱するための経費
（平成１８年度の増額理由）
対象団体の増加（８→１０）及び直接支援員に対する部外講師による研修体制の強化（年２回→年６回）に伴う増額

ウ 民間被害者支援団体に対する広報啓発業務の委託（補助金）（平成１８年度・新規） 平成１８年度予算額 ５４，６００千円
警察において民間団体との連携を更に強化し、被害者支援の充実を図るために被害者支援に対する各種広報活動や講演会等の啓発活動などの企画立案、管理

運営等を民間団体に委託するための経費。
エ 民間に被害者支援団体等に対する活動支援経費（再掲）（国費）（平成１８年度・新規） 平成１８年度予算額 ８，４８３千円

被害者支援活動に必要不可欠な存在となっている民間被害者支援団体に対する活動を支援し、関係省庁、地方公共団体等関係機関が意見交換や情報の共有化
を図るための「全国被害者支援協議会」、「全国民官被害者相談員研修会」開催に必要な経費



（財）犯罪被害救援基金の概要

１ 基金の発足

＜背 景＞
昭和５５年の犯罪被害者等給付金支給法の成立に
際してなされた衆・参両議院における附帯決議(*)
（本法施行前の被害者等に対する奨学金や見舞金
による救済の実現を促したもの。）

（財）犯罪被害救援基金の設立

犯罪行為により不慮の死を遂げ、又は重障害を受け
た者の子弟のうち、経済的理由により修学が困難な者
に対する奨学金の給与その他の救援事業を行うことを
目的として、昭和５６年５月に民法３４条に基づく公益
法人として発足
※基本財産は、全国警察職員及び一般からの寄附に
よって確保された。

組 織 （平成１８年４月現在）

・理事（６人）

・監事（２人）

・評議員（２５人）

・事務局（常務理事以下４人）

・奨学生選考委員（５人）

所在地

東京都千代田区平河町２丁目３番６号

基本財産

約３５億４，０００万円(H17.4現在)

２ 事業の概要

主な事業

☆ 犯罪被害遺児等に対する奨学金等の給与

（平成１６年度事業費実績 約５，９６５万円）

☆ 犯罪被害者等早期援助団体等の育成強化

（平成１６年度事業費実績 約５００万円）

２ 奨学金等給与月額

・小学生 ９，０００円

・中学生 ９，０００円

・高校生 国公立 １５，０００円

私 立 ２３，０００円

・大学生 国公立 ２３，０００円

私 立 ２９，０００円

奨学金制度（返済義務なし）
○ モデルケース

父が犯罪被害に遭い死亡し、母親と未就学
児童１人が残された場合、

小学校在学中 ６４８，０００円

中学校在学中 ３２４，０００円

私立高等学校在学中 ８２８，０００円

私立大学在学中 １，３９２，０００円

小学校入学時から大学卒業までの１６年間の
総給与額は、

約 ３１９万円

３ 奨学金の給与実績

昭和５６年の設立以来、１，６５２人の奨学生に対し、１６億
５，８３４万４，０００円の奨学金を給与している。（Ｈ１７．３末）

１ 奨学生の資格要件

○ 犯罪被害者（人の生命、又は身
体を害する故意の犯罪行為により、
不慮の死を遂げた者又は重障害
（障害等級１～４級）を受けた者）の
子、孫、弟妹等であること。

○ 主として被害者の収入によって
生計を維持していたこと。

○ 学費の支弁が困難と認められる
こと。

* 附帯決議（衆）一部抜粋
本法施行前に犯罪被害を受けた者及びその遺族
の救済については、別途、被害者の扶養にかかる児
童・生徒に対する奨学金制度の実現などにつき検討
すること。

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

356 377 363 377 351

69 73 71 70 60

奨学生数

給与額(百万円)

区分＼年度


